


























































H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H25
全団体数
（都道府県・市区町村）
3,169 2,122 1,887 1,870 1,857 1,843 1,797 1,789
導入団体数 573 599 641 764 846 932 977 1,060
都道府県 46 46 45 46 47 46 46 47
政令指定都市 13 14 15 17 17 18 18 19
市区町村 514 539 581 701 782 868 913 994























都道府県 政令指定都市 中核市 特例市 市　区 町　村
団体数 構成比（％）団体数 構成比（％）団体数 構成比（％）団体数 構成比（％）団体数 構成比（％）団体数 構成比（％）
政策 21 45. 7 　6 33. 3 　6 15. 8 　7 17. 1 　65 11. 7 　23 　8. 2
施策 41 89. 1 11 61. 1 24 63. 2 23 56. 1 260 46. 9 　86 30. 7
事務事業 41 89. 1 17 94. 4 37 97. 4 38 92. 7 539 97. 3 276 98. 6
事務事業のすべて 13 28. 3 　9 50. 0 17 44. 7 19 46. 3 255 46.0 126 45. 0
公営企業会計を含む 　6 13. 0 　4 22. 2 11 28. 9 14 34. 1 176 31. 8 　81 28. 9
事務事業の一部 28 60. 9 　8 44. 4 20 52. 6 19 46. 3 284 51. 3 150 53. 6








































































































































































都道府県 指定都市 市区町村 合　計
行政運営の効率化 87. 2 84. 2 93. 4 92. 9
行政活動の成果向上 97. 9 84. 2 81. 3 82. 7
予算圧縮・財政再建 38. 3 47. 4 55. 0 54. 2
企画立案過程の改善 59. 6 47. 4 37. 9 39. 1
PDCAサイクルの確立 89. 4 89. 5 75. 7 76. 5
顧客志向への転換 31. 9 26. 3 23. 9 24. 3
住民サービスの向上 48. 9 73. 7 67. 0 66. 3
アカウンタビリティ 85. 1 100. 0 66. 4 67. 8
職員の意識改革 66. 0 78. 9 82. 0 81. 2
※行政評価を導入している団体を対象、複数回答あり。 （出所：総務省（2014））
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　次に、先行研究における行政評価の定義から、行政評価の目的をどのように捉えているかを
見ていきたい。行政評価に関する代表的な文献から行政評価の定義と考えられるものを抜粋し
たものが表 ₅である。
　上山（1998）、島田・三菱総合研究所（1999）、松尾（2009）の定義には、「目標管理の考え
方」、「行政運営の改善」、「経営管理」などの文言が含まれており、マネジメント・コントロー
ルの手法として捉えているものと考えられる。一方、稲沢（2012）は「説明責任の果たし方を
体系化」したものとして、説明責任の手法と捉えているようである。
　次に、行政評価の目的として、行政活動の改善、アカウンタビリティの確保、知識・情報の
獲得、政治的・戦略的動機などが一般的なものとして列挙されている23）。
　また、松尾（2009）は実態調査によって、「行政評価の導入目的としては、業務改善や予算
編成、計画の進行管理といった目的が重視されている一方で、これらの目的と同様、あるいは
それ以上に、住民に対する説明責任や職員の意識改革が重視されている。つまり、意思決定の
しくみとしてだけでなく、行政評価情報を公表すること自体が自治体にとっては重要であり、
また、意識改革といった組織風土改革に関連した期待もあることがわかった」としている24）。
　このように、行政評価の目的については、説明責任を果たすという目的と、マネジメント・
コントロール目的の両方が想定されているようである。
　島田・三菱総合研究所（1999）はこの点について、「導入目的を見ると、総合計画の進行管
理、予算の査定、事務事業執行の効率化など幅広い視点で導入が検討されている。が、これは
逆にいえば導入目的が絞りきれていないと解釈することもできる」25）と指摘する。
　ここで、行政評価が公表されていることが、行政評価の目的を説明責任と捉えているとはい
23）島田・三菱総合研究所（1999）、43頁。
24）松尾（2009）、286頁。
25）島田・三菱総合研究所（1999）、 ₇頁。
表 5　先行研究における行政評価の定義
上山（1998）、ⅰ頁
行政に数値による目標管理の考え方を導入し、民間企業の改革ノウハウを行政に
も導入しようとする手法
高寄（1999）、 ₃頁 行政活動の効果を“数値化”していく評価システム
島田・三菱総合研究所
（1999）、 ₁－ ₂頁
行政機関が主体となって、ある統一された目的や視点のもとに行政活動を評価し、
その成果を行政運営の改善につなげていくこと、さらにそれを制度化して、行政
活動の中にシステムとして組み込んで実施すること
松尾（2009）、22頁
事務事業や施策、政策ごとに目的や目標、取組み結果をワークシートに記入し、
部局内で、あるいは全庁的に評価するという形式的な（組織内において制度的
な）評価手続をもつとともに、評価を通じて予算編成などの経営管理に役立つ情
報を実質的に（機能的に）提供する仕組み
稲沢（2012）、10頁
非財務指標も加えた説明責任の果たし方を体系化し、さらに、それを行政経営の
手法に展開しようとしたもの
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えないことに注意が必要である。松尾（2009）は、「住民に対する行政評価情報の提供は、少
なくとも ₂つの目的について考えることができる。 ₁つは「行政管理情報の提供」であり、も
う ₁つは「アカウンタビリティの履行」である」26）としている。すなわち、「公表＝説明責任」
と捉えているわけではなく、マネジメント・コントロールの一環として公表していることも考
えられるのである。
第 2節　行政評価の目的と行政評価のしくみ
　行政評価の目的を住民に対する説明責任と捉えた場合と、マネジメント・コントロールと捉
えた場合とで、行政評価のしくみにどのような違いが表れるかを見ていきたい。
　はじめに、行政評価を事前評価と中間・事後評価に分類した場合について検討していく。
　岡本他（2008）によれば、経営者の経営管理過程は図 ₃のように表される。これを地方自治
体に当てはめてみると、事前評価は意思決定の段階で実施されるもの、中間評価、事後評価は
統制の段階で実施されるものと考えられる。
　なお、中間評価は、すでに実施されている施策や事業について、その実施の状況や途中段階
での達成度を評価するものであり27）、評価の視点自体は事後評価と変わるところはない。
　事前評価は、ある事業等を実施する前にその事業を実施すべきかどうか、あるいはどのよう
な手法で実施すべきかについての決定ないしは選択のために行われるものである。すなわち、
企業会計における「設備投資の意思決定」等に該当し、管理会計の手法といえるだろう。仮に
事前評価を説明責任のために公表しているとしても、「なぜそのような意思決定を行ったか」
を公表しているものと考えられ、第一義的にはマネジメント・コントロールの手法と捉えるの
が妥当である。
　統制の段階で行われる中間・事後評価については、上記の経営管理過程に照らして考えれば
マネジメント・コントロール目的と捉えられる。その一方で、事業等を実施した結果を「外
部」の利害関係者に提供するという点で考えれば、説明責任目的としても捉えることができる。
26）松尾（2009）、312頁。
27）同上、181頁。
図 4　経営者の経営管理過程
（出所：岡本他（2008）、 ₈頁）
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そこで、目的の捉え方と中間・事後評価の取組み内容について整理していくこととする。
　まず、目的をどのように捉えるかによって、評価の対象に影響があると考えられる。これに
ついて、行政評価を「住民に対する説明責任を果たすツール」と捉えた場合、「住民にとって
わかりやすい」単位とすべきであろう。住民の視点に立てば、福祉、防災など、比較的大きな
単位で評価したほうが理解しやすいと考えられる。すなわち、政策や施策など、より上位レベ
ルを対象とすべきであろう。一方、行政評価を「マネジメント・コントロールのためのツー
ル」と捉えた場合には、組織や予算との整合性を図る必要があるため、下位レベル、さらには、
より小さな括りで評価することが必要になるであろう。これは、部署を超えて評価単位を設定
した場合、責任の所在が曖昧になってしまうからである。
　次に、行政評価において「目標とする指標」28）にどのような影響があるかを検討していきた
い。行政評価を「住民に対する説明責任を果たすツール」と捉えた場合、住民にとっては最終
的なレベルでの成果が重要であり、「目標とする指標」はアウトカム指標になるであろう。し
かし、中井（2005）も指摘するとおり、介護などの社会福祉サービス、学校教育サービス、医
療サービスなど、サービスの質的な評価が求められる分野では、評価方法そのものが困難であ
る29）。
　また、説明責任という点では、指標設定の際、他の地方自治体との比較可能性を担保するこ
とも求められる可能性があるだろう30）。これについては、例えばベンチマーク方式などの採用
が考えられるが、高寄（1999）は、「指標が当該自治体の構造的要因による数値か、自治体・
市民の行動選好性の結果による数値か、この要因分析を十分にしなければ行政指標として使用
はできないであろう」31）と指摘する。
　行政評価を「マネジメント・コントロールのためのツール」と捉えた場合にも、「目標とす
る指標」はアウトカム指標とすべきであろう。しかし、松尾（2009）も指摘するとおり、アウ
トカム指標が社会的指標（平均余命、交通事故件数、水質・大気などの環境指標など）に近づ
けば、客観的な測定指標は存在するが、業績評価においてインプットやアウトプットとの因果
関係を見出すことが難しくなる32）。そこで、当該事務事業の実施責任者が管理可能な指標を
「目標とする指標」として設定すべきであり、場合によってはアウトプット指標とすることも
考えられるであろう。しかし、ここで注意しなければならないのは、管理可能性を考慮して評
価を行うという観点から、アウトプット指標で「代替」しているという点である。「目標とす
る指標」として、仮にアウトプット指標を用いたとしても、最終的なアウトカム指標を意識す
べきであることは明確である。そのため、参考指標として、アウトカム指標を評価シートに記
28）一般的には成果指標とされるものであるが、行政評価の目的に応じて、成果をどのように捉えるべきか
が変わることから、本稿では「目標とする指標」として整理している。
29）中井（2005）、184頁。
30）福井市など、「自治体ベンチマークシステム」を導入し、成果指標を他自治体と比較することにより現
状・課題を明らかにする取組みを実施している地方自治体もある（総務省（2007）、37頁）。
31）高寄（1999）、42頁。
32）松尾（2009）、72頁。
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載しておくことも有用だと考える。
　以上のことから、行政評価の目的と評価対象、目標とする指標との関係を図示すると図 ₅の
とおりとなる。しかし、これは絶対的な基準ではなく、あくまでもこのような傾向がある、と
筆者が考えているものである。
第 5章　まとめ
　総務省調査結果および先行研究から、行政評価の導入目的として、説明責任、マネジメン
ト・コントロールの両方を考えていることが明らかになった。
　しかし、行政評価を説明責任の手法と捉える場合と、マネジメント・コントロールの手法と
捉える場合とで、評価対象の大きさや目標とする指標の設定に影響があるはずである。説明責
任の手法と捉えた場合には、住民のわかりやすさの観点から、評価対象は大きくなりやすく、
「目標とする指標」はアウトカム指標に近づくであろう。一方、マネジメント・コントロール
の手法と捉えた場合には、管理可能性の観点から、評価対象は小さくなりやすく、「目標とす
る指標」はアウトプット指標に近づく可能性がある。なお、同一の自治体における行政評価で
あっても、各段階（政策評価、施策評価、事務事業評価）に応じてその目的が異なる可能性が
あり、それぞれの目的に応じて評価対象を定め、目標とする指標を設定すべきであろう。
　もっとも、マネジメント・コントロールの手法と捉えたからといって、住民に対して情報公
開を行う必要がないと考えているわけではない。情報公開を行うことにより、住民とのコミュ
ニケーションが図られ、ひいてはマネジメント・コントロールにつながるのである。また、情
報公開に耐え得るような根拠のある評価を行うことで、真の意味でのマネジメント・コント
ロールが可能になるであろう。
　このように、行政評価の設計や見直しにあたり、会計の視点を導入することが、その具体的
図 5　行政評価の目的と評価対象、成果指標
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な手法を考えるよりどころになると考える。
　なお、山谷（2006）は、評価とその目的について以下のとおり述べている。
　「評価」とはきわめて単純に言えば、情報を集め、分析・比較して加工することを言う。
ただし、どのような情報を集めるのか、数字のデータを集めるのか、ドキュメンタリー報告
書か、また集めた情報・データ・資料をどのような手法を使って分析するのかということは、
その評価の目的によって変わってくる33）。
　すなわち、行政評価においては、その導入目的が説明責任にあるのか、マネジメント・コン
トロールにあるのかによって、収集すべき情報は何か、またどのような手法で分析するのかが
異なってくるということである。これについては、今後の研究課題としていきたい。
　また、インプット、すなわち資源の投入量については、行政評価の目的に応じて評価対象が
定まれば、必然的に集計すべきコストの範囲は定まると考えられるが、コストとして捉えるべ
きものは何か、また、当該コストをどのように把握するかについては本稿における検討対象と
はしなかった。これらについても、行政評価を考えるうえで重要な課題となっており、今後の
研究課題としたいと思う。
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